
1. 研究の背景と目的

　日本の地方都市では立地適正化計画（以下、立適）の

策定が進められているが、現状の都市構造を基に定めら

れた居住誘導区域（以下、居誘区域）は、津波を中心と

した災害危険区域に都市を集約してしまっている場合が

ある。既往研究では災害に対する様々な対策手法が考察

されているが、都市計画と防災計画の関係性を考察した

研究は少ない。

　本研究では北海道内の地方都市において、居誘区域と

津波災害危険性の評価を行い、都市計画、防災計画の両

方の観点から対策手法を考察することを目的とする。

2. 研究の方法

　本研究では、①北海道内市町村において、居誘区域と津

波浸水区域との関係性を明らかにし、対象都市を選定す

る。②対象都市において津波避難シミュレーションを行

い、避難困難地域を明らかにする。③②の分析結果から各

都市の避難困難地域の特徴と対策手法を明らかにする。④

①〜③より対策検討プロセスを構築し、その効果と特徴

を検証する。⑤津波災害に対する都市計画的対策手法を提

案する。

3. 居誘区域と津波浸水区域の関係

　QGIS を用いて北海道内の立適策定済み 29 市町 1) を対象

に、津波災害による避難者数注 1) を算出した。その結果、

函館市と釧路市は市中心部の多くが津波浸水区域注 2) に含

まれ、避難者数も多い（図 1）。以上より、本研究では北

海道函館市、釧路市を対象として分析を行う。

4. 現状における津波避難シミュレーション

　既往論文 2) の手法を用いて 2 都市において現状での津

波避難シミュレーションを行い、100m メッシュごとに「水

平避難可能 :水平避難によって浸水区域外に避難可能」「垂

直避難可能 : 水平避難は困難であるが指定避難ビルへの

垂直避難が可能」「到達困難 : 避難ビル及び浸水区域外へ

の到達が困難」「収容困難 : 避難ビルへ到達はできるが収

容人数を上回ることで避難が困難」の 4 つに分類し、 避

難困難人口注 3) を算出した（図 2）。シミュレーション条

件は表 1 に示す。両市ともに万単位の避難困難人口が算

出され、避難困難地域の多くが居誘区域内に位置してい

る。

5. 避難困難地域における地域特性の分析

　4 章の結果について 100m メッシュごとに人口密度や既

存建物について定量的な分析を行い、避難困難地域にお

ける地域特性とさらなる対策手法を考察した。

1)2015 年における人口が存在する函館市 6589 メッシュ、

釧路市 4022 メッシュを対象に、避難可否についてのメッ

シュ数を算出した（表 2）。市域の大半が津波浸水区域に

含まれ、津波浸水開始時間が短い釧路市では避難困難地

域の割合が多く、その中でも到達困難地域が多い。また、

両市に共通して居誘区域内における避難困難地域の割合

は市全域に比べて大きい。以上より、津波避難の可否は

居誘区域と関係し、居誘区域内の対策をより重点的に行

う必要性が示唆された。

り（図 3)、メッシュ単位では函館市 150 メッシュ、釧路

市 294 メッシュが新たに避難可能になった（表 6)。特に

居誘区域では、避難困難メッシュの割合の減少が顕著で

あり、居誘区域に対する対策として避難ビル候補の追加

指定による効果が確認された。一方で、避難困難地域は

避難ビル候補の追加指定を行っても多く残されており、

さらなる対策の検討が求められる。対策検討にあたって、

居誘区域内の避難困難地域において、人口密度ごとのメッ

シュ数を算出した（図 4)。未だ避難困難地域であるメッ

シュは様々な人口密度であり、比較的人口が大きいメッ

シュに対しては、中高層の新規避難ビルの建設による対

策が考えられるが、人口密度の小さいメッシュに対して

は、中高層ビルの建設は困難であり、居誘区域からの除

外を検討する必要がある。両市の居誘区域内の目標人口

を加味して、40 人 /ha 未満のメッシュについては居誘区

域からの除外を検討する。

ル候補の追加指定 :6 章で示したように、避難ビル候補を

追加指定することによって避難可能となる。C 新規避難

ビルの建設 : 新規で避難ビルを建設することによって避

難可能となる。D 居誘区域から除外し居住制限 : 居誘区

域から除外し、居住人口を 0 人にすることによって避難

困難者を発生させない。E 優先的な居住制限 : 居誘区域

外に位置しており、特に優先的な居住の制限と居誘区域

内への居住誘導を行うことにより、居住人口を 0 人とす

ることで避難困難者を発生させない。ここで、D 及び E の

メッシュ総数と含まれる人口を表 7 に示す。これらの人

口は A、B、Cのいずれか、かつ居誘区域に含まれるメッシュ

に対して、現状の人口比率に応じて案分し加算した。そ

の結果、居誘区域内メッシュの人口密度に変化があった

（表 8)。人口密度 60 人 /ha 未満のメッシュが減少し、以

上のメッシュが増加傾向にあった。したがって、これら

の対策は津波災害に対して避難可能とする防災的効果だ

けではなく、居誘区域内の人口密度の上昇という都市計

画的効果もあることがわかる。人口密度の上昇によって

対策 C における新規避難ビルの建設や、立適に伴う都市

機能の集約をより円滑に行うことができると考えられる。

一方で設定値によって居住移動を行う人口と人口密度が

上昇するメッシュ数に大きな差があり、居住移動のリス

クと人口密度への効果を慎重に検討する必要がある。

8. まとめ

　本研究の成果を以下に示す。【1】避難ビル候補の指定

は居誘区域内の避難対策として有効であることが定量的

に明らかとなった。【2】避難困難地域を無くすためには、

新規避難ビルの新設や居誘区域の除外等の都市計画的な

対策が求められることが明らかとなった。【3】人口や建

物ストックという都市計画的視点と避難の可否という防

災的視点の両者を用いた対策検討プロセスを明らかとし

た。【4】居住誘導を行う手法 (7 章における対策 D 及び

E) は避難可能性を向上させる防災的効果と、人口密度を

向上させる都市計画的効果の両方を持つ。【5】居誘区域

からの除外（対策 D) を判定する人口密度の基準（判定 IV

における設定値 )によって、人口密度向上の効果は異なる。

　策定年度から 20 年後を見据えて策定される立適は、30

人 /ha〜40 人 /ha を目標人口密度の目安としているもの

が多い。一方で、北海道内の多くの地域の人口密度はそ

の目安を下回っており、コンパクトシティ形成に向けた

新たな施策検討にあたっては、より柔軟な考え方が求め

られる。そのような居住誘導を行うか否かを決定づける

重要な視点の一つとして本研究の対策検討プロセスは有

効であると考えられる。
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図 1　居誘区域と浸水区域の関係 図 2　現状津波避難シミュレーション結果

表 1　津波避難シミュレーションの条件設定

2) 表 3 に示す避難ビルの条件を満たす既存建物ストック

( 以下、避難ビル候補 ) の有無を分析し、避難可否につい

て避難ビル候補を持つメッシュの割合を算出した（表 4）。

避難困難地域において函館市 3 割以上、釧路市 1 割以上

のメッシュに避難ビル候補が位置しており、市全域や避

難可能地域と比較してもその割合は同等もしくは大きい。

また、居誘区域においても同様の結果が得られた。した

がって避難困難地域内の既存建物ストックを避難ビルに

追加指定することは、対策手法として非常に有効である

と考えられる。1)、2) より、避難ビル候補の追加指定に

よる対策を検討する必要性があると考えられる。

6. 対策の検討

　5 章を踏まえて、各都市の避難困難地域に対して避難ビ

ル候補を追加指定した場合の津波避難シミュレーション

を行い、その効果を検証した（表 5)。函館市では約

10000 人、釧路市では約 16000 人が新たに避難可能とな

7. 津波避難に関する対策検討プロセスの構築

　以上から、津波防災に関する都市計画的対策検討プロ

セスを構築した（図5）。判定は(I)現状津波避難シミュレー

ション、(II) 避難ビル候補追加津波避難シミュレーショ

ン、(III) 居誘区域の内外分類、(IV) 各メッシュの人口

密度と設定値の比較の 4 つの指標を用いて行った。なお、

(IV) における設定値は 2、10、20、30、40 人 /ha とし、

それぞれの場合について判定した。その結果をメッシュ

単位ごとに、次に示す A〜E の 5 つの都市計画的対策手法

に分類した。図 6 には設定値を 40 人 /ha に設定した場合

を示す。A 現状維持 : 現状で避難可能である。B 避難ビ
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E) は避難可能性を向上させる防災的効果と、人口密度を

向上させる都市計画的効果の両方を持つ。【5】居誘区域

からの除外（対策 D) を判定する人口密度の基準（判定 IV

における設定値 )によって、人口密度向上の効果は異なる。

　策定年度から 20 年後を見据えて策定される立適は、30

人 /ha〜40 人 /ha を目標人口密度の目安としているもの

が多い。一方で、北海道内の多くの地域の人口密度はそ

の目安を下回っており、コンパクトシティ形成に向けた

新たな施策検討にあたっては、より柔軟な考え方が求め

られる。そのような居住誘導を行うか否かを決定づける

重要な視点の一つとして本研究の対策検討プロセスは有

効であると考えられる。
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策定が進められているが、現状の都市構造を基に定めら

れた居住誘導区域（以下、居誘区域）は、津波を中心と

した災害危険区域に都市を集約してしまっている場合が
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まれ、避難者数も多い（図 1）。以上より、本研究では北

海道函館市、釧路市を対象として分析を行う。

4. 現状における津波避難シミュレーション

　既往論文 2) の手法を用いて 2 都市において現状での津

波避難シミュレーションを行い、100m メッシュごとに「水

平避難可能 :水平避難によって浸水区域外に避難可能」「垂

直避難可能 : 水平避難は困難であるが指定避難ビルへの

垂直避難が可能」「到達困難 : 避難ビル及び浸水区域外へ

の到達が困難」「収容困難 : 避難ビルへ到達はできるが収

容人数を上回ることで避難が困難」の 4 つに分類し、 避

難困難人口注 3) を算出した（図 2）。シミュレーション条

件は表 1 に示す。両市ともに万単位の避難困難人口が算

出され、避難困難地域の多くが居誘区域内に位置してい

る。

5. 避難困難地域における地域特性の分析

　4 章の結果について 100m メッシュごとに人口密度や既

存建物について定量的な分析を行い、避難困難地域にお

ける地域特性とさらなる対策手法を考察した。

1)2015 年における人口が存在する函館市 6589 メッシュ、

釧路市 4022 メッシュを対象に、避難可否についてのメッ

シュ数を算出した（表 2）。市域の大半が津波浸水区域に

含まれ、津波浸水開始時間が短い釧路市では避難困難地

域の割合が多く、その中でも到達困難地域が多い。また、

両市に共通して居誘区域内における避難困難地域の割合

は市全域に比べて大きい。以上より、津波避難の可否は

居誘区域と関係し、居誘区域内の対策をより重点的に行

う必要性が示唆された。

り（図 3)、メッシュ単位では函館市 150 メッシュ、釧路

市 294 メッシュが新たに避難可能になった（表 6)。特に

居誘区域では、避難困難メッシュの割合の減少が顕著で

あり、居誘区域に対する対策として避難ビル候補の追加

指定による効果が確認された。一方で、避難困難地域は

避難ビル候補の追加指定を行っても多く残されており、

さらなる対策の検討が求められる。対策検討にあたって、

居誘区域内の避難困難地域において、人口密度ごとのメッ

シュ数を算出した（図 4)。未だ避難困難地域であるメッ

シュは様々な人口密度であり、比較的人口が大きいメッ

シュに対しては、中高層の新規避難ビルの建設による対

策が考えられるが、人口密度の小さいメッシュに対して

は、中高層ビルの建設は困難であり、居誘区域からの除

外を検討する必要がある。両市の居誘区域内の目標人口

を加味して、40 人 /ha 未満のメッシュについては居誘区

域からの除外を検討する。

ル候補の追加指定 :6 章で示したように、避難ビル候補を

追加指定することによって避難可能となる。C 新規避難

ビルの建設 : 新規で避難ビルを建設することによって避

難可能となる。D 居誘区域から除外し居住制限 : 居誘区

域から除外し、居住人口を 0 人にすることによって避難

困難者を発生させない。E 優先的な居住制限 : 居誘区域

外に位置しており、特に優先的な居住の制限と居誘区域

内への居住誘導を行うことにより、居住人口を 0 人とす

ることで避難困難者を発生させない。ここで、D 及び E の

メッシュ総数と含まれる人口を表 7 に示す。これらの人

口は A、B、Cのいずれか、かつ居誘区域に含まれるメッシュ

に対して、現状の人口比率に応じて案分し加算した。そ

の結果、居誘区域内メッシュの人口密度に変化があった

（表 8)。人口密度 60 人 /ha 未満のメッシュが減少し、以

上のメッシュが増加傾向にあった。したがって、これら

の対策は津波災害に対して避難可能とする防災的効果だ

けではなく、居誘区域内の人口密度の上昇という都市計

画的効果もあることがわかる。人口密度の上昇によって

対策 C における新規避難ビルの建設や、立適に伴う都市

機能の集約をより円滑に行うことができると考えられる。

一方で設定値によって居住移動を行う人口と人口密度が

上昇するメッシュ数に大きな差があり、居住移動のリス

クと人口密度への効果を慎重に検討する必要がある。

8. まとめ

　本研究の成果を以下に示す。【1】避難ビル候補の指定

は居誘区域内の避難対策として有効であることが定量的

に明らかとなった。【2】避難困難地域を無くすためには、

新規避難ビルの新設や居誘区域の除外等の都市計画的な

対策が求められることが明らかとなった。【3】人口や建

物ストックという都市計画的視点と避難の可否という防

災的視点の両者を用いた対策検討プロセスを明らかとし

た。【4】居住誘導を行う手法 (7 章における対策 D 及び

E) は避難可能性を向上させる防災的効果と、人口密度を

向上させる都市計画的効果の両方を持つ。【5】居誘区域

からの除外（対策 D) を判定する人口密度の基準（判定 IV

における設定値 )によって、人口密度向上の効果は異なる。

　策定年度から 20 年後を見据えて策定される立適は、30

人 /ha〜40 人 /ha を目標人口密度の目安としているもの

が多い。一方で、北海道内の多くの地域の人口密度はそ

の目安を下回っており、コンパクトシティ形成に向けた

新たな施策検討にあたっては、より柔軟な考え方が求め

られる。そのような居住誘導を行うか否かを決定づける

重要な視点の一つとして本研究の対策検討プロセスは有

効であると考えられる。
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表 8　人口移動によって人口密度が変化したメッシュ数

表 7　対策 D、Eにおける人口移動

2) 表 3 に示す避難ビルの条件を満たす既存建物ストック

( 以下、避難ビル候補 ) の有無を分析し、避難可否につい

て避難ビル候補を持つメッシュの割合を算出した（表 4）。

避難困難地域において函館市 3 割以上、釧路市 1 割以上

のメッシュに避難ビル候補が位置しており、市全域や避

難可能地域と比較してもその割合は同等もしくは大きい。

また、居誘区域においても同様の結果が得られた。した

がって避難困難地域内の既存建物ストックを避難ビルに

追加指定することは、対策手法として非常に有効である

と考えられる。1)、2) より、避難ビル候補の追加指定に

よる対策を検討する必要性があると考えられる。

6. 対策の検討

　5 章を踏まえて、各都市の避難困難地域に対して避難ビ

ル候補を追加指定した場合の津波避難シミュレーション

を行い、その効果を検証した（表 5)。函館市では約

10000 人、釧路市では約 16000 人が新たに避難可能とな

7. 津波避難に関する対策検討プロセスの構築

　以上から、津波防災に関する都市計画的対策検討プロ

セスを構築した（図5）。判定は(I)現状津波避難シミュレー

ション、(II) 避難ビル候補追加津波避難シミュレーショ

ン、(III) 居誘区域の内外分類、(IV) 各メッシュの人口

密度と設定値の比較の 4 つの指標を用いて行った。なお、

(IV) における設定値は 2、10、20、30、40 人 /ha とし、

それぞれの場合について判定した。その結果をメッシュ

単位ごとに、次に示す A〜E の 5 つの都市計画的対策手法

に分類した。図 6 には設定値を 40 人 /ha に設定した場合

を示す。A 現状維持 : 現状で避難可能である。B 避難ビ
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